
貸借対照表（2025年3月31日現在）

（単位：千円）

金 額 金 額

流　動　資　産 23,220,727   流　動　負　債 12,482,717   

現 金 及 び 預 金 1,109   支 払 手 形 203,716   

受 取 手 形 1,358,380   工 事 未 払 金 6,355,537   

完 成 工 事 未 収 入 金 16,316,553   リ ー ス 債 務 66,224   

未 成 工 事 支 出 金 2,109,618   未 払 金 481,415   

前 払 費 用 16,386   未 払 費 用 567,582   

短 期 貸 付 金 3,173,281   未 払 消 費 税 629,005   

未 収 入 金 11,100   未 払 法 人 税 等 797,314   

そ の 他 235,270   未 成 工 事 受 入 金 3,237,568   

貸 倒 引 当 金 △972   預 り 金 63,253   

完 成 工 事 補 償 引 当 金 49,600   

固　定　資　産 3,638,403   工 事 損 失 引 当 金 31,500   

　有 形 固 定 資 産 1,414,816   

建 物 358,019   固　定　負　債 311,757   

構 築 物 1,732   リ ー ス 債 務 140,407   

機 械 及 び 装 置 13,226   退 職 給 付 引 当 金 171,350   

車 両 運 搬 具 200   

工 具 、 器 具 及 び 備 品 91,692    負 債 合 計 12,794,475   

建 設 仮 勘 定 92,168   

土 地 673,489   

リ ー ス 資 産 184,285   株　主　資　本 13,636,834   

　資　本　金 300,000   

　無 形 固 定 資 産 17,564   　資　本　剰　余　金 14,700,000   

電 話 加 入 権 17,564   　　その他資本剰余金 14,700,000   

　利　益　剰　余　金 16,744,834   

　投資その他の資産 2,206,022   　　利 益 準 備 金 75,000   

投 資 有 価 証 券 1,018,121   　　その他利益剰余金 16,669,834   

長 期 前 払 費 用 26,948   別 途 積 立 金 7,030,000   

前 払 年 金 費 用 755,363   繰 越 利 益 剰 余 金 9,639,834   

差 入 保 証 金 385,365   （ う ち 当 期 純 利 益 ） ( 2,996,438 ) 

そ の 他 30,042   　自　己　株　式 △18,108,000   

貸 倒 引 当 金 △9,819   評価・換算差額等 427,820   

その他有価証券評価差額金 427,820   

 純 資 産 合 計 14,064,655   

26,859,131   26,859,131   

※　千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

科 目 科 目

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

［ 純 資 産 の 部 ］



　個別注記表

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

市場価格のない株式等 時価法
以外のもの （評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定しております）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
(2)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(2)完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の
見積補償額にもとづいて計上しております。

(3)工事損失引当金
手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることがで
きる工事について、損失見込額を計上しております。

（貸借対照表に関する事項）

１．有形固定資産の減価償却累計額

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
短期金銭債務

1,076,447千円 

5,024,708千円 
1,020,127千円 


